
（ア）本来受領すべき利用者負担額＝1,000万円

（イ）当該事業所における軽減総額＝100万円の場合

《軽減の流れ》

《公費の助成措置》

法人が軽減した総額のうち

法人の本来受領すべき利用者負担収入に対する一定割

合（おおむね１％）を超えた部分の１／２を基本としてそ

れ以下の範囲内が公費の助成対象となります。

※指定地域密着型介護老人福祉施設、指定介護老人福祉施設につ

いては10％を超えた部分の全額が助成の対象となります。

※助成額の算定については、事業所（施設）を単位として行い、軽減

総額（イ）が本来受領すべき利用者負担額（ア）の１％を超えない

場合は、公費助成はなく全額法人の持ち出しとなります。

社会福祉法人

県 ・国

市町（保険者）

利用者

②軽減対象確認申請

④介護サービス利用料等の

一部を軽減

⑤軽減額の

補助を申請

⑥軽減額の

一部を補助

⑦保険者が補助した

一部を補助

（ア）1,000万円

（イ）100万円

10万円
＝

１％分

国 １／２

県 １／４

市町 １／４

公費助成 法人負担

90万円

１／２ １／２

①事業実施の申出

①事業実施

の申出

③対象者の審査

確認証の発行


